
令和７年２月 ４日
平素より大変お世話になっております。地元衆議院議員の村井英樹です。事業者の皆様向

けの新たな対策が措置されましたので、お知らせ致します。是非ご活用下さい。

１．【新事業進出補助金】（経産省） ３ ～新規事業への挑戦を支援～
これまで事業で培ってきた技術やノウハウを活かして、新たな事業に挑戦される場合、

建物の建設費や機械の導入費など、新事業立ちあげに要する経費を 補助します。
補助上限額は、従業員数ごとに異なり、賃上げを行った場合、上乗せとなります。
・従業員数 人以下 万円（ 万円）
・従業員数 人～ 人 万円（ 万円）
・従業員数 人～ 人 万円（ 万円）
・従業員数 人以上 万円（ 万円）
公募の詳細は現在調整中で、 月末までには詳細が発表される予定です。

２．【中小企業省力化投資補助金（カタログ型）】（経産省） ４
～「カタログ方式」の簡易な申請手続きで、人手不足解消に効果のある投資を支援～
自動清掃ロボット、自動配膳ロボット、自動券売機、スチームコンベクションオーブン、

測量機、無人搬送車など、カタログに掲載された業界ごとの汎用製品の導入を 補助し
ます。カタログは補助金 （ ）から確認い
ただけます。掲載製品は、随時追加予定で、前回案内時から多数追加されています。
補助上限額は、従業員数ごとに異なり、賃上げを行った場合、上乗せとなります。
・従業員数 名以下 万円（ 万円）
・従業員数 ～ 名 万円（ 万円）
・従業員数 名以上 万円（ 万円）
申請は随時受け付けております。

３．【中小企業省力化投資補助金（一般型）】（経産省） ５
～現場に即したオーダーメイド型の設備導入で、人手不足解消を目指す取組を支援～
工程の効率化を目指すため、現場の事情に応じて構築した設備・システムを導入する

際、 ～ を補助します（従業員の数に応じて上限 万円～ 億円）。
例えば、製造業の現場で、最新の 技術とカメラを組み合わせた自動検査装置を導入す

る際や、通販事業の現場で、倉庫管理・自動梱包システムをオーダーメイドで開発する際
などにご利用いただけます。
こちらは 月中旬ごろ公募開始予定となっています。
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４．【 ＆ 支援税制】（経産省） ６ ～ ＆ に要した費用の損金算入～

中小企業・中堅企業による ＆ を支援するため、準備金制度を拡充。従来制度では、
中小企業が ＆ を行う際、そのために要した費用の を、その年の損金に算入でき、
年間の据え置き期間の後、その額の ずつ 年間にわたり益金に参入するという仕組
みでした（中堅企業は対象外）。これを拡充し、 回目の から 年以内に 回目の
＆ を実施する場合は、要した額の ％を損金算入でき、 年間の据置とし、さらに、
回目以降の を実施する場合は を損金算入できる仕組みとしました。中堅企業
は 回目の は対象になりませんが、 回目以降の は対象となります。

５．【ものづくり補助金】（経産省） ７
～新しい製品・サービス開発を行い、付加価値を生み出す取組を支援～
革新的な新製品・新サービスの開発により高付加価値化を目指すため、新たな設備・シ

ステムを導入する際 ～ を補助（従業員数に応じて上限 万円～ 万円）。
公募の詳細は 月末までに公表予定となっています。
なお、これまで、補助金を受給して 年以内に利益が出た場合、一部収益を国に返還す
る仕組みがありましたが、今回からこの収益納付はなくなり利用しやすくなっています。

６．【 導入補助金】（経産省） ８ ～ビジネスにおける ツールの導入を支援～
「勤怠管理ツール」や「会計・受発注・決済ツール」、「セキュリティソフト」など、

ビジネスにおける ソフトを導入する際、 を支援。また、インボイス対応のため会
計・決済ツールとともに やタブレット、レジ・券売機を導入する場合、ハードツール
も補助対象となります。公募の詳細は 月末までに公表予定となっています。

７．【小規模事業者持続化補助金】（経産省） ９ ～小規模事業者による販路開拓を支援～
小規模事業者の方が、新たな販路を開拓するため、新商品を開発したり、サービスを

するためのリーフレットを作成したりする経費等を （上限 万円）補助。公募の詳細
は 月末までに公表予定となっています。

８．【中小企業成長加速化補助金】（経産省）
～売上高 億円を目指す中小企業を最大 億円支援～
工場、物流拠点の新設・増築や、イノベーション創出のための設備導入など、中小企業

が売上高 億円を目指すための大胆な設備投資を （最大 億円）補助します。詳細
は 月頃に発表予定、公募開始は 月頃を予定しています。

何かございましたらお気軽に村井英樹事務所にご連絡下さい。迅速に対応させて頂きます。
【お問合せ先】担当：村井英樹事務所 二宮 ）
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※1 認定からM&A実施までの期間を短縮できるよう、計画認定プロセスを見直し。
※2 簿外債務が発覚した等により、減損処理を行った場合や、取得した株式を売却した場合等には、準備金を取り崩し。
※3 産業競争力強化法において新設する認定を受けることが要件。（拡充枠は過去５年以内にM＆Aの実績が必要）
※4 中堅企業は２回目以降のM＆Aから活用可能。

＜グループ化に向けた複数回のM&A＞

【益金算入】
【損金算入】

②据置期間
（５年間）

積
立

①中小企業による
株式取得価額の
70%までを積立

特定中堅企業者・中小企業者の複数回M&Aを後押し※3,4
①積立率の上限拡大
（2回目90%・

3回目以降100%）

②据置期間の
大幅な長期化
10年間

【現行制度※1,2】

【拡充枠】

中小企業事業再編投資損失準備金
（黒：現行制度、赤：新設枠）

B社 D社

D株B株

中小 中堅 大企業

グループ一体での成長を実現

株式取得

C社

C株

A社
成長志向を有し、優れた経営を行う企業

２回目 ３回目・・１回目

据置期間後に取り崩し

５年間均等取崩

経営資源を集約化し賃上げに繋げるグループ化税制の創設
（中小企業事業再編投資損失準備金の拡充及び延長）

⚫ 成長意欲のある中堅・中小企業によるグループ化を集中的に後押しする観点から、準備金制度を中堅企業
も対象に、複数回のM&Aを行う場合の積立率をM&A2回目90%、3回目以降100％に拡大するとともに、
据置期間10年に大幅長期化する新たな枠を創設。

1

事業の詳細はこちら
（経済産業省HP）
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